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個別改定項目について 

 

保険医療機関等における資格確認方法の変更に伴う

所要の見直しについて 

 

第１ 基本的な考え方 
 

令和６年 12 月２日に、健康保険法の改正により、保険医療機関等に
おける資格確認方法の一部が変更されることに伴い、必要な改正を行う。 

 
第２ 具体的な内容 
 

⑴ 保険医療機関及び保険医療養担当規則等の改正関係 
 

１．保険医療機関は、患者から療養の給付を受けることを求められた場
合には、療養の給付を受ける資格があることを確認しなければならな
いところ、この方法について、被保険者証から資格確認書や厚生労働
大臣が定めるものに改める。（保険医療機関及び保険医療養担当規則
（昭和 32 年厚生省令第 15 号）第３条第１項第２号及び第４号関係） 

 
２．上記１に伴い、保険医療機関は、療養の給付を受ける資格があるこ
とを確認した患者に対する療養の給付を担当しなくなったとき等にお
いては、患者から提出されていた資格確認書を返還するものとする。
（同規則第４条） 

 
３．上記１に伴い、令和６年 12 月２日時点で現に交付されている被保
険者証については、改正前の規定による有効期間又は同日から起算し
て１年間は、なお従前のとおりとする。（改正省令附則第２条関係） 
 

改 定 案 現   行 

（受給資格の確認等） 

第三条 保険医療機関は、患者から療養の

給付を受けることを求められた場合には

、次に掲げるいずれかの方法によつて療

養の給付を受ける資格があることを確認

しなければならない。ただし、緊急やむ

を得ない事由によつて当該確認を行うこ

とができない患者であつて、療養の給付

を受ける資格が明らかなものについては

（受給資格の確認等） 

第三条 保険医療機関は、患者から療養の

給付を受けることを求められた場合には

、次に掲げるいずれかの方法によつて療

養の給付を受ける資格があることを確認

しなければならない。ただし、緊急やむ

を得ない事由によつて当該確認を行うこ

とができない患者であつて、療養の給付

を受ける資格が明らかなものについては
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、この限りでない。 

一 （略） 

二 患者の提出し、又は提示する資格確 

認書 

三 （略） 

四 その他厚生労働大臣が定める方法 

２～４ （略） 

 

（資格確認書の返還） 

第四条 保険医療機関は、患者の提出する

資格確認書（書面に限る。以下この条に

おいて同じ。）により、療養の給付を受

ける資格があることを確認した患者に対

する療養の給付を担当しなくなつたとき

、その他正当な理由により当該患者から

資格確認書の返還を求められたときは、

これを遅滞なく当該患者に返還しなけれ

ばならない。ただし、当該患者が死亡し

た場合は、法第百条、第百五条又は第百

十三条の規定により埋葬料、埋葬費又は

家族埋葬料を受けるべき者に返還しなけ

ればならない。 

 

   附則 

（経過措置） 

第二条 この省令の施行の際現に全国健康

保険協会又は健康保険組合から被保険者

証の交付を受けている被保険者又はその

被扶養者が、この省令の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に保険医療機

関等（健康保険法第六十三条第三項第一

号に規定する保険医療機関又は保険薬局

をいう。）から療養を受ける場合又は指

定訪問看護事業者（同法第八十八条第一

項に規定する指定訪問看護事業者をいう

。）から指定訪問看護（同項に規定する

指定訪問看護をいう。）を受ける場合に

おける当該被保険者証については、行政

手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律等の一部を

改正する法律の一部の施行に伴う厚生労

働省関係省令の整備に関する省令（令和

六年厚生労働省令第百十九号。以下「改

正省令」という。）第一条の規定による

改正前の健康保険法施行規則（大正十五

、この限りでない。 

一 （略） 

二 患者の提出する被保険者証 

 

三 （略） 

（新設） 

２～４ （略） 

 

（被保険者証の返還） 

第四条 保険医療機関は、患者の提出する

被保険者証により、療養の給付を受ける

資格があることを確認した患者に対する

療養の給付を担当しなくなつたとき、そ

の他正当な理由により当該患者から被保

険者証の返還を求められたときは、これ

を遅滞なく当該患者に返還しなければな

らない。ただし、当該患者が死亡した場

合は、法第百条、第百五条又は第百十三

条の規定により埋葬料、埋葬費又は家族

埋葬料を受けるべき者に返還しなければ

ならない。 

 

 

 

 

（新設） 
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年内務省令第三十六号）又は改正省令第

二条の規定による改正前の船員保険法施

行規則（昭和十五年厚生省令第五号）の

規定により当該被保険者証が効力を有す

るとされた間（当該期間の末日が施行日

から起算して一年を経過する日の翌日以

後であるときは、施行日から起算して一

年間とする。）は、なお従前の例による

。 

 
※ 併せて、保険医療機関及び保険医療養担当規則において定める様式についても所要の対応を

行う。 

 

※ １については、保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和 32 年厚生省令第 16 号）、指定

訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準（平成 12 年厚生省令第 80 号）及び高齢者の医

療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準（昭和 58 年

厚生省告示第 14 号）についても同様の改正を行う。２については、高齢者の医療の確保に関

する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する基準についても同様の改正を

行う。 

 

 
⑵ 保険医療機関及び保険医療養担当規則第三条第一項第四号等に規定

する厚生労働大臣が定める方法の新規制定関係 
 

  ○ 保険医療機関及び保険医療養担当規則第３条第１項第４号等に規定
する厚生労働大臣が定める方法として、次に掲げるものを定める。 

   ・ 患者の提示する個人番号カード及び資格情報通知書 
・ 患者の提示する個人番号カード及び当該被保険者の保険資格に係
る情報を表示したマイナポータル画面（保存した PDF を含む） 

・ 患者の提示する個人番号カードの利用者証明用電子証明書の有効
期間が満了してから３ヶ月以内の場合、当該証明書に記録された情
報を活用して当該被保険者の保険資格を確認する方法 

 

改 定 案 現   行 

保険医療機関及び保険医療養担当規則（

昭和三十二年厚生省令第十五号）第三条第

一項第四号、保険薬局及び保険薬剤師療養

担当規則（昭和三十二年厚生省令第十六号

）第三条第一項第五号及び指定訪問看護の

事業の人員及び運営に関する基準（平成十

二年厚生省令第八十号）第八条第一項第四

号に規定する厚生労働大臣が定める方法は

、当分の間、健康保険法（大正十一年法律

第七十号）第三条第十三項に規定する電子

資格確認によって療養の給付を受ける資格

（新設） 
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があることを確認できない場合に限り、次

の各号に掲げるものとする。 

一 患者の提示する個人番号カード（行政

手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成二十

五年法律第二十七号。次号において「番

号利用法」という。）第二条第七項に規

定する個人番号カードをいう。同号にお

いて同じ。）及び資格情報通知書（健康

保険法施行規則（大正十五年内務省令第

三十六号）第五十一条の三第一項、船員

保険法施行規則（昭和十五年厚生省令第

五号）第四十条の三第一項、国民健康保

険法施行規則（昭和三十三年厚生省令第

五十三号）第七条の三第一項及び高齢者

の医療の確保に関する法律施行規則（平

成十九年厚生労働省第百二十九号）第二

十条第一項に規定する資格情報通知書を

いう。） 

二 患者の提示する個人番号カード及び番

号利用法附則第六条第三項に規定する情

報提供等記録開示システムを通じて取得

した当該患者の被保険者又は被扶養者の

資格に係る情報が記録されたもの 

三 保険医療機関等（健康保険法第六十三

条第三項第一号に規定する保険医療機関

又は保険薬局をいう。）又は指定訪問看

護事業者（同法第八十八条第一項に規定

する指定訪問看護事業者をいう。）が、

利用者証明用電子証明書（電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律（平成十四年法律第

百五十三号）第二十二条第一項に規定す

る利用者証明用電子証明書をいう。以下

この号において同じ。）の発行を受けた

患者であって、当該利用者証明用電子証

明書の有効期間が満了した日から当該日

の属する月の末日から起算して三月を経

過した日までの間にあるものについて、

当該利用者証明用電子証明書に記録され

た利用者証明利用者検証符号（同法第二

条第五項に規定する利用者証明利用者検

証符号をいう。）に対応する利用者証明

利用者符号（同項に規定する利用者証明

利用者符号をいう。）を用いた本人確認
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を行った上で、保険者に対し、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法により、当該患

者の被保険者又は被扶養者の資格に係る

情報（保険給付に係る費用の請求に必要

な情報を含む。）の照会を行い、保険者

から回答を受けることによりその資格を

確認する方法 
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